
（参考様式１-１）

計　画　主　体　名 計　画　期　間

静岡県藤枝市
しずおかけんふじえだし

令和5年度～令和7年度

＜連絡先＞

担当課 電話番号 ＦＡＸ番号 メールアドレス

藤枝市　中山間地域活性化推進課 054-639-0120 054-648-2755 chusankan@city.fujieda.lg.jp

【記入要領】

計画主体名 ・市町村名にはふりがなをふること。

・共同で作成する場合は、全ての計画主体を掲げるとともに、代表となる計画主体には（代表）と記載すること。

計画期間 ・計画期間は活性化計画の計画期間を記入すること。

連絡先 ・共同計画の場合は行を追加し、全ての計画主体の連絡先を記入すること。

メールアドレス ・当該交付金に係る連絡に利用できるメールアドレスを記入すること。

農山漁村発イノベーション整備事業（定住促進・交流対策型）事業実施計画

（藤枝市瀬戸谷地区活性化計画）

（第1回変更）



Ⅰ　事業活用活性化計画目標

Ⅱ　評価指標

具体的数値目標

56,494人/年

計画区域における交流人口の増加数：
＝（計画区域外からの入込客数267,900人）（目標
値）－（計画区域外からの入込客数211,406人）
（現状値）

事業活用活性化計画目標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

事業活用活性化計画目標

第１評価指標（必須）

子ども農山漁村交流の促進

　瀬戸谷地区では、年少人口及び生産年齢人口世代の人口流出や少子高齢化が急速に進み、人口
減少や農林業の衰退に歯止めがかかっていない。
　一方で、農山漁村の豊かな自然に恵まれた景観や陶芸、温泉、キャンプ場などの魅力ある地域資源
が多くあり、都市部では体験することのできない自然環境及びレクリエーション施設が存在する。
　そこで、陶芸施設と併せて農産物直売所・カフェ、陶芸展示施設を一体的に整備し、「陶芸」を地域資
源の核として都市と農村を結び付ける様々な取り組み（ふじえだ陶芸村構想）を展開していくことで、地
域の魅力を高め交流人口の増加を図る。
　特に子どもによる農山漁村交流を図ることで、子どものみならず家族での参加や将来の田舎暮らし
へのステップになると考えられ、交流人口拡大の先に定住人口の増加に資する取組みとして重要であ
る。

　計画区域外からの入込客数（現状値）は過去３年間の藤枝市瀬戸谷地区内に立地する６箇所
※1

の交流拠点の利用客数を実績とした。また、計
画区域外からの入込客数（目標値）は陶芸施設、農産物直売所・カフェ及び陶芸展示施設の整備により交流人口が増加するものとし、第６次藤
枝市総合計画における「中山間地域の交流人口」の数値目標を参考に、目標値を設定した。
※１：大久保キャンプ場、大久保グラススキー場、瀬戸谷温泉ゆらく、農産物直売所「ちょっくら」、藤枝市陶芸センター、スポーツ・パル高根の郷

交流人口の増加

第１評価指標の設定根拠

※藤枝市瀬戸谷地区内の活性化施設を回遊させるイベントや周遊策を講じ、複数の施設を立ち寄らせることで交流人口を増加させる。
※既存施設については、新型コロナウイルスの流行による施設利用実績を考慮し、第６次総合計画の数値目標を下方修正した。
※新設する施設については、他施設からの立寄率や１日当たりの集客目標から、目標値を設定した。

H31（R1） R2 R3 ３か年平均
6,044人 4,218人 5,365人 5,209人
10,693人 11,220人 12,500人 11,471人
9,607人 8,573人 7,953人 8,711人
6,689人 2,021人 2,804人 3,838人

134,809人 112,326人 124,497人 123,877人
52,500人 62,700人 59,700人 58,300人
220,342人 201,058人 212,819人 211,406人

現状値
大久保グラススキー場
大久保キャンプ場
陶芸センター
スポーツ・パル高根の郷
瀬戸谷温泉ゆらく

入込客数【実績】
農産物直売所　ちょっくら

R8 R9 R10 ３か年平均
5,900人 6,000人 6,100人 6,000人
12,300人 12,500人 12,700人 12,500人
14,000人 14,500人 15,000人 14,500人
7,200人 7,500人 7,800人 7,500人

132,000人 132,500人 133,000人 132,500人
82,100人 82,700人 83,300人 82,700人
12,100人 12,200人 12,300人 12,200人
265,600人 267,900人 270,200人 267,900人

陶芸センター
スポーツ・パル高根の郷
瀬戸谷温泉ゆらく
農産物直売所・カフェ
陶芸展示施設

入込客数【計画】

目標値
大久保グラススキー場
大久保キャンプ場



具体的数値目標

37,038千円/年

計画区域において生産された地域産物の販売額
の増加額＝地域産の農林水産物等の販売額
84,837千円（目標値）－（地域産の農林水産物等
の販売額47,799千円（現状値）

具体的数値目標

4回/年
計画区域において子どもが交流できる取組みの
開催回数の増加数＝計画後の取組数（目標値）
－計画前の取組数（現状値）

農村における子どもの交流機会の増加

　旧陶芸センターにおけるワークショップやイベントの開催実績を現状値とし、新たな陶芸センター整備により子どもが交流できる取組み（ワーク
ショップ、イベント等）を年4回程度（四半期に1回）増加することを目標値として設定した。

（データ出典：現状値については陶芸センターのワークショップ、イベントの開催実績）

第３評価指標の設定根拠

第２評価指標（任意） 具体的数値目標の算出方法

地域産物の販売額の増加

第２評価指標の設定根拠

具体的数値目標の算出方法

※カフェにおいて地元産物を使用したメニューを提供することで、地産地消の拡大、農産物直売所の販売強化を図る。

第３評価指標（必須）

　計画区域内に既設の農産物直売所「ちょっくら」における販売額実績を現状値とし、陶芸施設、農産物直売所・カフェ及び陶芸展示施設の整備
により増加を見込む地域産物の販売額を目標値として設定した。

※新設する直売所の販売額に加えて、地元産物を使用したメニューを提供するカフェの売上額の合計値を目標値として設定した。

現状値 H31(R1) R2 R3 3か年平均現状値
既存直売所(ちょっくら) 40,965千円 50,186千円 52,246千円 47,799千円

目標値 R8 R9 R10 3か年平均目標値
新設直売所 74,460千円 74,970千円 75,480千円 74,970千円

カフェ 9,600千円 9,800千円 10,200千円 9,867千円

合　計 84,060千円 84,770千円 85,680千円 84,837千円



評価報告予定年（評価期間の終了直後の９月末日まで）

令和1１年

Ⅲ　温室効果ガス排出量の削減目標

【記入要領】

全般 ・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

事業活用活性化計画目標 ・事業活用活性化計画目標の項目は実施要領別記３の別紙に掲げる項目から選択するものとする。

評価指標 ・評価指標の記載に当たっては実施要領別記３及び「事業活用活性化計画目標の評価指標の設定について」により記入すること。

温室効果ガス排出量削減目標・発電施設の整備を実施する場合に記載

※実施要領別記３の第４の３の（１）のイに記載の発電施設の単独設置を実施する場合、Ⅰ及びⅡは記載不要。

温室効果ガス排出量削減目標 温室効果ガス排出量削減目標の設定根拠

CO2　6,800kg/年　削減

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく第5期藤枝市地球温暖化対策地方公共団体実行計画
（事務事業編）において、2030年度までに2013年度比で50%以上の温室効果ガス排出量の削減目標を
掲げている。
今回計画施設も公共施設の１つであり、太陽光発電設備の導入などを通じて目標達成に向けて取り
組む。

評価期間（原則として３年間の効果発現状況を把握する期間）

令和８年４月～令和1１年３月



Ⅳ　活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標と交付対象事業の関連性 上段：当初計画
下段：第１回重要変更

事業メニュー名 地区名 事業内容 事業規模等 実施期間 事業実施主体
全体事業費

（千円）
交付金要望額

（千円）
交付額

算定交付率
交付限度額

（千円）
活性化計画の目標及び

事業活用活性化計画目標との関連性
備考

（〃） （〃） （〃） (296,394) （〃） （〃） （〃）

１棟（５６０㎡）
木造平屋建

R5～R7 藤枝市 287,881 91,505 1/2 91,505

（〃） （〃） （〃） (21,593) （〃） （〃） （〃）

１棟（４５㎡）
木造平屋建

R5～R7 藤枝市 21,268 8,884 1/2 8,884

（〃） （〃） （〃） (75,362) （〃） （〃） （〃）

１棟（１５５㎡）
木造平屋建

R5～R7 藤枝市 74,243 31,401 1/2 31,401

（-) （-) （-) （-) （-) （-) （-)

太陽光パネル
20kw

R6 藤枝市 6,600 3,300 1/2 3,300

(393,349) (131,790) (131,790)

389,992 135,090 135,090

【記入要領】

・必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

・創意工夫発揮事業である場合は、事業内容欄に一体として行う事業メニュー名及び一体的に行う必要性を併せて記載すること。

・事業メニュー名欄には、実施要領別記３の別表２の事業メニュー名を記入すること。

・地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

・事業内容欄は、整備しようとする具体的な施設の内容を記載すること。

・事業規模等欄は、施設ごとの棟数と床面積、林道や森林管理道等の場合は地区名と延長など、それぞれの事業内容に応じた事業規模を記載すること。

・活性化計画の目標及び事業活用活性化計画目標との関連性欄は、これら目標を達成する上で、各々の事業の実施が必要な理由を記載すること。なお、別表２の（３）の㉝自然・資源活用施設の単独整備を実施する場合は記載不要。

・「農泊」の取組を実施する場合には、備考の欄にどのように「農泊」と関連するかを明記すること。

（※）「農泊」とは、農山漁村において、日本ならではの伝統的な生活体験や農山漁村地域の人々との交流を楽しむ滞在（農山漁村滞在型旅行）をいう。

地域連携販売力強化施設
藤枝市瀬戸谷地

区
農産物直売所、カ

フェ

　地域農産物の販売機会を確保するとともにカ
フェで地産地消のメニューを提供することで、農
産物の販売増加に伴う農家所得の増加を図り、
地域産業の活性化につなげる。

　陶芸体験や子ども向けのワークショップ、イベ
ントの開催等により、子どもを含む家族が地域
に触れる機会提供することで子どもの農村交流
促進を図るとともに、交流人口の拡大を図る。

地域資源活用交流促進施設
藤枝市瀬戸谷地

区
陶芸施設

都市農山漁村総合交流促進施設
藤枝市瀬戸谷地
区

陶芸展示施設

　陶芸を核にしたまちづくり（ふじえだ陶芸村構
想）の取組みを紹介するとともに、陶芸施設に
滞在するアーティストの作品等を展示すること
で、藤枝市瀬戸谷地域の地域資源である陶芸
に興味を持つきっかけを作る。また、陶芸体験
の利用促進につなげ、交流人口の拡大を図る。

自然・資源活用施設
藤枝市瀬戸谷地

区
太陽光発電設備

農産物直売所・カフェ、陶芸展示施設整備と併
せて太陽光発電設備を設置することで、温室効
果ガスの削減を図るとともに、電力の一部を再
生可能エネルギーとすることで光熱費の削減を
図り事業効果を高める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合　　　　計



Ⅴ　他の施策との連携に関する事項

連携する施策名 事業メニュー名 地区名 連携する施策と交付対象事業の関連性等

地域資源活用交流促
進施設

藤枝市瀬戸谷地区

都市農山漁村総合交
流促進施設

藤枝市瀬戸谷地区

地域連携販売力強化
施設

藤枝市瀬戸谷地区

【記入要領】

①交付対象となる事業のうち、実施要領第６に掲げる施策と連携して実施する事業にあっては、連携施策名、連携施策の内容及び交付対象事業との関連性を記載すること。

②連携する施策名には、実施要領第６に掲げる施策を記載すること。

③事業メニュー名欄には、実施要領の別表２の事業メニュー名を記載すること。

④地区名欄には、事業の実施地区名を記入すること。

⑤必要であれば適宜欄の拡大、行の追加をすること。

地域別農業振興計画

　中山間地農業ルネッサンス事業に定める地域別農業振興計画におい
て、農業の生産性を高めながら農地の保全と活用を図るとともに、中山
間地域の地域コミュニティを守り続けていくために地域のまちづくりの担
い手を呼び込む取組みを推進していくこととしており、交付対象事業の
実施により目的を果たすことができる。



Ⅵ　農山漁村発イノベーション整備事業（定住促進・交流対策型）年度別事業実施計画
都道府

県
計画主体

事業別内容

②市町村等附帯事務費

③県附帯事務費

共同で計画作成を行う場合の内訳

○○町 事業費（ハード）

市町村等附帯事務費

××県 事業費（ハード）

都道府県附帯事務費

市町村等附帯事務費

【記入要領】

①事業費計

1

1

1

・実施要領別記３の第４の３の（１）のイに記載の発電施設の単独設置を実施する場合、計画の提出年度欄には、発電施設等を附帯する活性化施設の整備を実施する際に作成した活性化計画の提
出年度を記載すること。

5 2 静岡県
静岡県藤枝
市

藤枝市 R7

5

5

5

1

1

1 静岡県

静岡県

静岡県 藤枝市瀬戸谷地区

R7

R7

R7

総合計（①＋②＋③）

名称 名称

地域指定状況

計画期間
最終年度

指定
棚田
地域

過疎
地域

特定
農山
村

半島
振興

離島
振興

豪雪
地帯

計画
の

提出
年度

新規
・

変更
の

区別

新規
「１」
変更
「２」

市町村名 地区名

山村
振興

藤枝市瀬戸谷地区 1

急傾
斜地

奄美
群島

 静岡県藤枝市

 静岡県藤枝市

 静岡県藤枝市

藤枝市

藤枝市

藤枝市 藤枝市瀬戸谷地区

藤枝市瀬戸谷地区



離島振興
計画

輸出促進条
件整備

耕作放棄地
の解消に向
けた取組

地域再生
計画

まち・ひと・しご
と創生寄附活

用事業

定住自立圏
共生ﾋﾞｼﾞｮﾝ

国土強靱化施
策

福祉、教育、観光
等と連携した地域
活性化に向けた

取組

女性の能力の
積極的な活用に

向けた取組

地域別農業振
興計画

次世代農業農
村振興計画

指定棚田地域
振興活動計画

連携施策は
「１」を
記載

該当する連携
施策の番号｢
１～８｣を全て

記載

1

1

1

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

連携施策は
｢１｣を記載

他の施策との連携

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載

連携施策は
「１」を
記載



円 円 円 円
（〃） ～ （〃） (296,394,000) (〃） (〃） (〃）

R5 ～ R7 287,881,100 183,010,000 91,505,000  1/2 91,505,000
（〃） ～ （〃） (21,593,000) (〃） (〃） (〃）

R5 ～ R7 21,268,305 17,768,000 8,884,000  1/2 8,884,000
（〃） ～ （〃） (75,362,000) (〃） (〃） (〃）

R5 ～ R7 74,243,495 62,802,000 31,401,000  1/2 31,401,000
(-） (-） (-) (-) (-) (-)
R6 R6 6,600,000 6,600,000 3,300,000 3,300,000

～

～

(393,349,000) (263,580,000) (131,790,000) (131,790,000)
389,992,900 270,180,000 135,090,000 135,090,000

(393,349,000) (263,580,000) (131,790,000) (131,790,000)
389,992,900 270,180,000 135,090,000 135,090,000

藤枝市

藤枝市

藤枝市

都市農山漁村総合交流促進施設

地域資源活用交流促進施設 2-第1-(1)

2-第1-(1)

2-第1-(1)

陶芸施設、1棟（560㎡）、木造平屋建

陶芸の展示施設、1棟（45㎡）、木造平屋建

農産物直売所・カフェ、1棟（155㎡）、木造平屋建

25

23

26 地域連携販売力強化施設

交付対象
事業費

（Ａ）

交付金額

(千円未満切捨）

交付額
算　定
交付率

（Ｂ）

交付限度額

(Ｃ)＝(Ａ)×(Ｂ)
(千円未満切捨）

事業内容
及び

事業量
実施期間

事業実施
主体

全体事業費
事　業

メニュー
番　号

事業メニュー名
要件

類別等
番号

全　　体　　計　　画

 1/2太陽光発電設備、20kw ～ 藤枝市33 自然・資源活用施設 2-第1-(1)



円 円 円 円 円 円 円 円 円 ％ 円 円
(〃） (〃） (〃） (17,578,000) (17,578,000) (8,789,000) (2,460,000) (6,329,000) (-) (10) (8,789,000) (〃）

0 0 0 建物実施設計 9,065,100 9,065,100 8,842,000 223,000 100 0 9.663 8,842,000 該当なし
(〃） (〃） (〃） (641,000) (641,000) (320,000) (89,000) (232,000) (-) (4) (320,000) (〃）

0 0 0 建物実施設計 316,305 316,305 308,000 8,000 305 0 3.467 308,000 該当なし
(〃） (〃） (〃） (2,208,000) (2,208,000) (1,104,000) (309,000) (795,000) (-) (4) (1,104,000) (〃）

0 0 0 建物実施設計 1,089,495 1,089,495 1,063,000 26,000 495 0 3.386 1,063,000 該当なし
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 該当なし

(〃） (〃） (〃） (20,427,000) (20,427,000) (10,213,000) (2,858,000) (7,356,000) （〃） (10,213,000) （〃）
0 0 0 10,470,900 10,470,900 10,213,000 257,000 900 0 10,213,000 0

(〃） (〃） (〃） (20,427,000) (20,427,000) (10,213,000) (2,858,000) (7,356,000) （〃） (10,213,000) （〃）
0 0 0 10,470,900 10,470,900 10,213,000 257,000 900 0 10,213,000 0

全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(千円未満切捨）

県費全体事業費
交付対象
事業費

交付金額

(Ｄ)

事業内容
及び

事業量

前　年　度　ま　で 本年度

市町村費 そ　の　他

年度末
進捗率

(Ｅ)

単　年　度
交付限度額

(Ｃ)×(Ｅ)－(Ｄ)
(千円未満切捨）

消費税仕入
控除税額

-



円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円
(17,578,000) (17,578,000) (8,789,000) (〃） (165,432,000) (82,716,000) (〃） (144,822,000) (72,411,000) (〃） (〃） (〃）

9,065,100 9,065,100 8,842,000 278,816,000 173,944,900 82,663,000 240,906,000 153,334,900 72,358,000 37,910,000 20,610,000 10,305,000
(641,000) (641,000) (320,000) (〃） (17,127,000) (8,564,000) (〃） (12,409,000) (6,205,000) (〃） (〃） (〃）
316,305 316,305 308,000 20,952,000 17,451,695 8,576,000 14,734,000 12,733,695 6,217,000 6,218,000 4,718,000 2,359,000

(2,208,000) (2,208,000) (1,104,000) (〃） (60,594,000) (30,297,000) (〃） (42,742,000) (21,371,000) (〃） (〃） (〃）
1,089,495 1,089,495 1,063,000 73,154,000 61,712,505 30,338,000 50,752,000 43,860,505 21,412,000 22,402,000 17,852,000 8,926,000

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
0 0 0 6,600,000 6,600,000 3,300,000 6,600,000 6,600,000 3,300,000 0 0 0

(20,427,000) (20,427,000) (10,213,000) (372,922,000) (253,109,100) (121,577,000) (306,392,000) (209,929,100) (99,987,000) （〃） （〃） （〃）
10,470,900 10,470,900 10,213,000 379,522,000 259,709,100 124,877,000 312,992,000 216,529,100 103,287,000 66,530,000 43,180,000 21,590,000

(20,427,000) (20,427,000) (10,213,000) (372,922,000) (253,109,100) (121,577,000) (306,392,000) (209,929,100) (99,987,000) （〃） （〃） （〃）
10,470,900 10,470,900 10,213,000 379,522,000 259,709,100 124,877,000 312,992,000 216,529,100 103,287,000 66,530,000 43,180,000 21,590,000

上段：当初計画
下段：第１回重要変更

交付金額
交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付金額

翌年度以降の累計 令和6年度

全体事業費
交付対象
事業費

交付対象
事業費

交付金額

本年度までの累計 翌年度以降（予定）

備　　　考

全体事業費 全体事業費

令和7年度

交付金額

全体事業費


